
小樽市水道局告示第５５号 

令和４年１２月２６日 

 

公募型プロポーザル方式の公告について 

 

水道料金等徴収業務委託に係る公募型プロポーザル方式を、下記のとおり実施します。 

 

 

 

小樽市公営企業管理者 

水道局長 笹山 貴史 

 

 

記 

 

１ 業務委託名  水道料金等徴収業務委託 

 

２ 業務委託区域  小樽市水道事業等の設置等に関する条例（昭和４１年条例第３６号）第３条第１項に規

定する給水区域及び処理区域並びに小樽市簡易水道事業設置条例（平成元年小樽市条例第

５４号）第３条第１号に規定する給水区域 

 

３ 業務委託範囲  ① 窓口・受付業務 

          ② 検針業務（小樽市簡易水道事業設置条例第３条第１号に規定する給水区域を除く。） 

          ③ 異常水量再調査業務 

④ 調定・更正業務 

          ⑤ 収納業務 

⑥ 未納整理業務 

          ⑦ 給水停止業務 

⑧ 各種資料作成業務 

⑨ 事務引継ぎ 

⑩ その他前記各号に附帯する業務 

         

４ 業務委託期間  令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

５ 参加資格要件 

プロポーザルに参加できる者は、小樽市内に本社を有する者を１社以上含む２社又は３社で構成する共同企

業体とし、共同企業体の構成員の全てが次の第１号から第８号までに掲げる条件を、共同企業体の構成員のい

ずれかが第９号に掲げる条件を満たさなければならない。 

（１）令和３・４年度小樽市指名競争入札参加資格者名簿に登録されている者であること。 

（２）小樽市水道料金等徴収業務委託に係る共同企業体取扱要綱（令和４年１２月１４日施行）の規定に適

合していること。 



（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項各号の規定に該当しない者であ

ること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

（５）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号第２条第６号に

規定する暴力団員（以下同じ。）） 又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者

その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。） に該当しない

者であること。 

（６）本プロポーザル公告日から受託事業者の選定までの間に、小樽市競争入札参加資格者指名停止等措置

要綱（平成８年４月１日施行）に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

（７）消費税及び地方消費税並びに法人及び代表者の市区町村民税に滞納がない者であること。 

（８）個人情報の漏えい、滅失、き損、又は改ざん防止、その他個人情報の適正な保護及び管理のために必

要な措置を講ずることができる者であること。 

（９）水道料金等徴収業務を過去に３年以上の受託実績を有し、かつ、当該業務において３年以上の実務経

験を有する業務責任者を配置できる者であること。 

 

６ 参加申込みの受付期限 

          令和５年１月１６日（月） 午後４時 

 

７ そ の 他   

参加を希望する事業者は、小樽市ホームページにある下記要綱等に従ってください。 

① 小樽市水道料金等徴収業務委託に係る共同企業体取扱要綱 

② 水道料金等徴収業務委託公募型プロポーザル方式募集要領 

③ 水道料金等徴収業務委託水準書 

④ 水道料金等徴収業務委託公募型プロポーザル方式による受託事業者選定基準 

⑤ 水道料金等徴収業務委託公募型プロポーザル方式実施に係る様式集 

 

       小樽市ホームページ 

         

https://www.city.otaru.lg.jp/categories/bunya/nyusatu_keiyaku/nyusatu_koujiigai/bosyu/ 

 

https://www.city.otaru.lg.jp/categories/bunya/nyusatu_keiyaku/nyusatu_koujiigai/bosyu/

